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新・標準約款、長時間労働抑制等に向けた取組に関する

実態調査（案）

資料４



１ 長時間労働抑制への取組（働き方改革）、改正運送約款対応等に関するアンケート調査

ポイント 現在、改正標準約款が普及し、取引条件改善に寄与しない原因

トラック運送事業者
の課題

○事業者同士の足並みが揃わない
○現場の実態を知らない
○原価計算を実施していない

○現場実態を踏まえた見積書を作成できない（原価も知らない、見積単価の相場も、自社単
価もわからない）
○取引先に対して交渉しない、交渉できない
○トラック運送事業者同士の取引では、各種料金は支払されない（非常に厳しい）
○附帯作業料等の料金相場がわからない
○取引先（荷主等）はそもそも料金を別建にしてくれないと思い込んでいる
○営業担当者に荷主等の取引先と交渉するノウハウがない

○国土交通省では、標準貨物自動車運送約款を昨年8 月改正、11 月施行したところであるが、現状では積込・取卸料、附帯作業料を収受
するケースは見受けられるが、待機時間料を収受した事例はほとんど存在しない。

○本年４月に実施した実態調査では、約款に関する届出、認可を実施した事業者は、改正内容に即して取引先に対して申入れしていない
事例が多くみられる。他者と足並みが揃わない、どのように交渉したらいいかわからない、といった回答が多い。

○改正標準約款が活用されず、取引環境の改善が進まない原因と調査の方向性を整理する。

事業者以外における
課題

○改正標準約款を荷主等に充分周知できていない
○改正標準約款を効果的に活用するためのノウハウ、事例集等が作成されていない
○改正標準約款を踏まえた交渉ためのセミナーなど、最も困っている課題に対するサポート
がない

実態調査の方向性

○届出した約款の種類とそ
の理由
○標準約款の期待度、活用
度、がっかり度などの評価
○改善できた取引条件
○取引先に申入れしたか
→申入れしない理由
○取引先の反応
○原価計算の実施状況
○現場調査を実施したか

○望まれるサポートの内容
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２ 長時間労働抑制への取組（働き方改革）、改正運送約款対応等に関するアンケート調査

視 点

調査の対象者
○運送事業者は多層化するため、元請と実運送という運送事業者同士の取引のケースも非常に多い
のが実態である。「トラック運送業における自主行動計画」にあるように、元請が荷主等に対して、取
引条件の改善努力をしているかどうかについても調査する。

内 容

トラック運送事業者向
けの調査内容

○現在の実態：①別建て収受など、取引条件の実態、②別建て収受事例の有無、③改正運送約款内
容の理解、④契約書面化の有無、⑤問題のある取引先の有無（荷種）、⑥待機時間、附帯作業の実
態（どのくらいの時間を要しているか）、⑦具体的な契約内容（改善ケース）
○長時間労働抑制に向けた取組：①国等の取組状況の認知、②長時間労働抑制に向けた取組の有無、
③②の取組みしていない場合には、その理由
○事業者の取組等：①原価計算実施の有無、②現場確認、調査の実施の有無、③見積りができる営業
担当者の育成状況、④交渉、話合いの展開の有無、交渉回数、⑤取引先の反応
○普及の阻害要因：①荷主等の相手方要因、②元請等の要因、③自社要因、④行政の支援等の実態
を把握
○今後の取組の意向：改正運送約款を踏まえた今後の対応の意向

発着荷主等

元請事業者
（利用運送、物流子

会社含む）

実運送事業者

取引構造

運送事業者同士の取引
に普及阻害要因がある

荷主と運送事業者間の取引に
限定しがちであるが、荷主取引
のない運送事業者もある

○調査対象：中国運輸局管内トラック事業者の全数調査を検討している。

○改正運送約款を採用しない事業者にも調査を実施し、どのような理由で旧約款、独自約款の認可申請をしたか、さらに現状の取引条件
の問題認識等を調査する。なお発送費用を抑えるために、トラック協会の会報誌の発送と一緒に調査票を送付するなど、相談の上、工夫
を行う。また調査は主にＷＥＢ調査により実施する（ファックス返送含む）。

○改正運送約款だけでなく、運転者の長時間労働の実態と改善取組の実態についても調査することを検討したい。待機時間の削減など、
発着荷主等は改善努力を始めているのか、拘束時間は減少傾向にあるか、賃金等の労働条件、人材不足等、長時間労働抑制（働き方）
に向けた実態調査の項目を追加することで、コンサルティング事業との連動性を確保することが可能である。
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